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「南房総市地域福祉計画（素案）」に関するパブリックコメント実施結果について 

保健福祉部社会福祉課 

 

１ 目的 

市民の皆さんや公私の社会福祉関係者が、お互いに協力して地域社会の福祉課題の解

決に取り組むために、市では地域福祉推進のための基盤や体制をつくる「南房総市地域

福祉計画」を策定し、これについて広く市民の皆様から御意見をいただくため、パブリ

ックコメントを実施しました。 

 

２ 実施期間 

  令和２年１月２７日（月）から令和２年２月１７日（月）までの３２日間 

 

３ 周知方法 

(1) 広報みなみぼうそう２月号お知らせ版にパブリックコメントの実施について掲載 

(2) 報道機関にパブリックコメントの実施について掲載を依頼（房日新聞（令和２年２

月４日）に掲載） 

(3) 社会福祉課、市民課、朝夷行政センター及び各地域センターで計画（案）の閲覧を

実施 

(4) 市ホームページに計画（案）を掲載 

 

４ 意見の提出状況 

  意見の提出者 １人（１５件） 

 

５ 意見の概要と意見に対する考え方 
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該当箇所 意見の内容 意見に対する考え方 

第１節 支え合い

助け合い 『人』

がつながるまちづ

くり 

⇒２ 地域のさま

ざまな分野の機関

とつながり、活動

する 

 昨年秋の台風などの災害で、

普段住んでいる地域や組織との

横の連携を深く認識をされた方

が少なくないと思います。 

 私は、この計画策定に関わる

方々が中心になり、防災に限ら

ずさまざまな交流の機会におい

て、横の連携重視での計画によ

り活動されることを望みます。 

 関係団体アンケート調査・関

係団体意見交換会の結果からも

課題の一つと捉えています。さ

まざまな交流の機会において、

関係団体等が分野を超えて繋が

ることができる機会を増やせる

よう努めてまいります。 

第１節 支え合い

助け合い 『人』

がつながるまちづ

くり 

⇒４ 災害に備え

た地域の連携体制

を強化する 

 防災に際しては、避難訓練も

含め全ての行政機関、地域の消

防団や行政区、団体、福祉施設

が連携と情報共有をはかるこ

と。 

 また、千葉県においては地域

防災計画の見直しが先々予定さ

れております。 

 昨年、生じた反省点を踏ま

え、市町村と密になった災害対

応ができる体制を構築する一言

を。 

 今回の災害を通じて、市と関

係機関との間に連絡体制や情報

のやりとりに課題があったと認

識しています。千葉県とも課題

を共有し、次の災害に備えてま

いります。 

第１節 支え合い

助け合い 『人』

がつながるまちづ

くり 

⇒４ 災害に備え

た地域の連携体制

を強化する 

 館山市消防団の女性消防団員

の方々が熱心に取り組み、また

全国的にも普及が広がりつつの

ヘルプマーク。平時より、この

ヘルプマークの必要性と理解に

ついて、ささえあいプランを通

じて啓発をはかること。 

 ヘルプマークとは、障害や疾

患などがあることが外見からは

分からない人が支援や配慮を必

要としていることを周囲に知ら

せることができるマークです

が、本計画ではなく福祉の個別
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該当箇所 意見の内容 意見に対する考え方 

計画への掲載を検討してまいり

ます。 

第２節 誰もが安

心して『夢』を持

って暮らせるまち

づくり 

⇒１ 最期まで自

分らしく過ごせる

地域をつくる 

 いわゆる高齢者の見守り活動

事業が、千葉県と市町村でそれ

ぞれ活動をしていますが、行政

の枠、対象者を限定しない総合

的な見守り活動を横断的に取り

組める組織とその活動をすすめ

ること。 

 地域全体で高齢者を見守り支

え合うことで、だれもが安心し

て過ごせる地域をめざします。

千葉県では、「ちばＳＳＫプロ

ジェクト」（「しない」Ｓ、

「させない」Ｓ、「孤立化」Ｋ

の頭文字をとって記号化したも

の）を実施しており、南房総市

では高齢者見守りネットワーク

事業を推進しています。千葉県

と市で対象者を限定することな

く、今後とも連携しながら、事

業の推進に努めてまいります。 

第１節 支え合い

助け合い 『人』

がつながるまちづ

くり⇒５ 外出に

困らない地域をつ

くる 

 このプランのアンケートで、

外出移動支援関連が一番、声が

多いです。 プランの素案で

は、具体的なモデルの提示はあ

りませんでしたが、次年度に検

討される館山市との合同の地域

公共交通網形成計画の策定作業

と連動して、移動手段について

の仕組みを検討すること。 私

が存じている白浜の高齢の方

が、館山までの買い物の足は、

 現在進めている館山市と合同

の公共交通網形成計画の策定に

当たっては、必要な調査事業の

中で市民及び利用者アンケート

調査を実施し、当該地域の公共

交通ネットワークの構築につい

て検討しています。本計画で

は、外出支援事業について先進

地の事例等を調査し、本市に合

った仕組みの検討を行うことと

していますので、公共交通網形
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該当箇所 意見の内容 意見に対する考え方 

車が運転できなくなれば必要で

ある、という話をされました。

そういった声を反映できる手段

が望まれます。 

成計画については本計画の実行

段階で参考にしていきたいと考

えています。 

第１節 支え合い

助け合い 『人』

がつながるまちづ

くり⇒５ 外出に

困らない地域をつ

くる 

 いわゆるコンビニによる移動

販売は、年間５０万円の赤字を

出しながら展開しているお店も

あると聞きます。 また、福祉

施設などで行っている買い物代

行サービスや介護タクシーは、

利用者負担は決して安いとはい

えないそうです。 何らかの行

政側の支援も含め、買い物難民

を生じない取り組みを。 

 市では買い物に限らず通院等

も含めた外出支援事業を実施し

ており、一定の要件を満たす高

齢者に対しタクシー又はバス料

金の一部を助成しています。ま

た、社会福祉協議会では、移動

販売や宅配網の整備に向けて関

係機関等との話合いを進めるこ

ととしています。庁内の関係部

署と連携を図りながら、市民ニ

ーズに対し的確に応えるため、

効果的な支援策について調査・

研究等を重ねてまいります。 

第１節 支え合い

助け合い 『人』

がつながるまちづ

くり 

⇒５ 外出に困ら

ない地域をつくる 

 全国各地で、あらかじめ事前

登録の上、いわゆる車いす優先

スペースの駐車場を利用できる

仕組み、パーキングパーミット

があります。 

 鋸南町の姉妹都市である辰野

町がある長野県では、導入をし

 本計画においては、交通空白

地有償輸送や配慮が必要な方の

車の駐車についてまでの検討は

行っておりませんので、ご意見

につきましては、今後の参考に

させていただきます。 
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該当箇所 意見の内容 意見に対する考え方 

ています。 

 いわゆる有償輸送や配慮が必

要な方の車の駐車については、

こういった仕組みをすること

で、外出移動支援への理解につ

ながるものと考えます。 

第２節 誰もが安

心して『夢』を持

って暮らせるまち

づくり 

⇒１ 最期まで自

分らしく過ごせる

地域をつくる 

 現在、国において全国の公立

小中学校へのバリアフリー施設

整備を義務づける、改正バリア

フリー法案が検討されていま

す。 

 単にエレベーターや点字ブロ

ックを設けるだけでなく、富山

ふれあいコミュニティセンター

や岩井駅にあるようなスロープ

に改良整備をするだけでも違い

ます。 

 それぞれの建物に応じた整備

が必要です。 

 その裏付け根拠として、バリ

アフリー法に基づく、市町村の

プランである基本構想の策定を

速やかに行うこと。 

 公共施設のバリアフリーにつ

いては、千葉県福祉のまちづく

り条例に基づき整備を推進して

いるところです。バリアフリー

法に基づく本市の基本構想の策

定ということですが、千葉県の

動向などを踏まえ、必要によ

り、福祉の個別計画での対応と

させていただきます。 
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該当箇所 意見の内容 意見に対する考え方 

第１節 支え合い

助け合い 『人』

がつながるまちづ

くり 

⇒６ 福祉活動へ

の意識を高め、担

い手を増やす 

 昨年、隔年開催であった特別

支援教育振興大会をはじめ、社

会福祉大会などのさまざまな福

祉に関連した催事などを通じて

の理解を深める機会がありま

す。 

 多様性を分かり合えることが

福祉教育であるとすれば、取り

組んでいる団体さんなどとの交

流の機会を、学校で増えるよう

に進めてほしいです。 

 本市において担い手の確保は

重要課題であり、学校と地域が

連携して福祉教育を充実させる

ことも、解決策の一つとして考

えられます。市内の学校でも、

限られた時間の中で特別支援学

校との交流などを実施している

ところもありますので、今後も

より充実した活動となるよう質

の向上に努めてまいります。 

第２節 誰もが安

心して『夢』を持

って暮らせるまち

づくり⇒３ 子育

てしやすい地域を

つくる 

 近年の虐待問題や急激な環境

変化、さらに昨年秋の台風被害

によるメンタル的に苦しんでい

る子どもがおり、安心して生活

をおくりにくい事情が生じてい

ます。 また、やむなく家庭と

離れ、里親及びファミリーホー

ムで生活をされている子どもも

おります。 メンタル的に苦し

んでいるお子さん、家庭と離れ

ているお子さんへのサポートや

地域の支援が必要と考えます。 

 近年の子どもへの社会擁護

は、できる限り家庭的な養育環

境の中で行われるよう方向性が

変わっていますので、里親につ

いては、千葉県やオレンジの会

と連携し、地域の支援も得られ

るよう取り組みを推進してまい

ります。また、教育相談センタ

ーでは、台風被害による心のケ

アとして、千葉県教育委員会と

連携してスクールカウンセラー

の派遣などを実施しており、引

き続き事業の推進に努めてまい

ります。 
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該当箇所 意見の内容 意見に対する考え方 

第３節 一人ひと

りに寄り添い『未

来』へつなげるま

ちづくり⇒１ 一

人ひとりに寄り添

う相談体制をつく

る 

 国の福祉制度や千葉県の施策

により、さまざまな相談窓口が

多数存在しています。昨年秋の

災害で、被災をされた方々はど

のようにして、相談先を探した

でしょうか。 単に制度などに

よって設置している相談機関

で、相談者を待つのではなく、

まずは一義的な福祉の総合相談

窓口を、社会福祉協議会と共同

で三芳と千倉に設けること。 

 本計画の中で、いろいろな人

のさまざまな悩みを受け止め、

適切な専門部署につなぐ福祉総

合相談窓口体制を目指すことと

しています。本計画は福祉の上

位計画として位置付けられてい

ますので、ご指摘のあった点に

も考慮しながら、各福祉機関の

窓口が同じ認識で南房総市の最

も効率的で効果的な窓口体制を

構築できるよう、関係機関と連

携を図りながら調査・研究等を

重ねてまいります。 

第３節 一人ひと

りに寄り添い『未

来』へつなげるま

ちづくり 

⇒１ 一人ひとり

に寄り添う相談体

制をつくる 

 県保健所、児童相談所、中核

地域生活支援センター、地域包

括支援センター、オレンジ、高

齢者・障害者・児童の３分野の

それぞれ、虐待問題、金銭的な

問題の相談と関係する機関が、

しっかり横のつながりをもち、

相談者がたらい回しにならない

よう、適切に受けられる体制を

構築すること。 

第３節 一人ひと

りに寄り添い『未

来』へつなげるま

ちづくり 

⇒２ 困りごとを

抱える人をみんな

で支える 

 計画素案には児童虐待防止の

項目がなかったので、それの取

り組みの記載をすること。 

 ご指摘の点を踏まえ、第３節

「２困りごとを抱える人をみん

なで支える」の市の取り組み

に、「児童虐待防止対策の実

施」を追加します。 
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該当箇所 意見の内容 意見に対する考え方 

第３節 一人ひと

りに寄り添い『未

来』へつなげるま

ちづくり 

⇒３ 地域で生活

するための環境を

整える 

 全国各地で空き家の問題が生

じています。また、福祉におけ

る配慮が必要な方々のための住

まいの確保がなかなか進まない

現状があります。 

 福祉的配慮で住まいが必要な

方、災害の被災者で早急に住ま

いが必要な方のために、空き家

バンクとあわせ、平成２９年１

０月から、国の制度としてスタ

ートしている住宅登録制度（改

正住宅セーフティネット法）を

活用。 

 そのために、千葉県と賃貸住

宅業者と連携しながら、空き家

解消と合わせながら、住まいの

確保を図ること。 

 高齢者等の住宅確保要配慮者

の入居を不当に拒まない千葉県

住宅確保要配慮者円滑入居賃貸

住宅登録制度については、千葉

県が事業主体であることから、

南房総市としては近隣自治体と

も連携・協力しながら、施策推

進に努めてまいります。 

第３節 一人ひと

りに寄り添い『未

来』へつなげるま

ちづくり⇒２ 困

りごとを抱える人

をみんなで支える 

 自らの意思で契約や金銭に関

わる判断が難しい場合、本人に

代わって行うものであります。

家庭裁判所での手続が必要で

す。 まず、市町村と中核機関

がどういう制度か周知を行うこ

と。 中核機関が、この制度を

必要とする方と、相談機関を通

じてのコンタクトが何よりで

す。そのためには、「すまい

る」「ぱあとなあ」「リーガル

 安房地域権利擁護推進センタ

ーについては、引き続き周知活

動を推進していきます。権利擁

護支援においては、福祉のみな

らず法律や医療機関の専門職と

連携しネットワークづくりを推

進します。また、成年後見人の

申し立て費用等において経済的

に厳しい方に対しては、一定要

件を満たす方を対象として助成

制度を実施いたします。 



 

9 
 

該当箇所 意見の内容 意見に対する考え方 

サポート」、行政書士や障害の

ある方の家族によるＮＰＯ団体

と連携しながら、相談のケース

に応じた権利擁護活動、申し立

て費用などで経済的に難しい方

へのサポートの実現が必要で

す。 

 


